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番 号 ３―１―１ 

項 目 名 わかりやすく、利用しやすい組織体制の確立 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①組織機構の見直し 

担当部署 

○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

 取り組み無し。 合併により本庁舎に水
道課分室、分庁舎に水道課
本課を配置していたが、本
年度当初において六日市
地域振興室と水道課分室
を統合し、組織機構の見直
しを行った。同様に、現組
織を住民のニ－ズに的確
に応えられる機構とする
ための検討を引き続き行
った。 
又、今後見直しを行う際
の材料とするため、現行事
務事業に関するアンケー
トを全職員対象に実施し
た。別紙参照。 

１５名の委員により、平成１９年５月１５
日から７月６日まで計７回の組織見直し検
討委員会を開催し、平成１９年７月１０日町
長に委員会報告書を提出した。 
意見書は、課のありかたとして現在の課を
「総合政策部門」「環境整備部門」「住民生
活部門」「地域振興部門」「保健福祉部門」
の５部門にする。大課制による課長をサポ－
トする体制について構築するよう提案した。 
 職場意見を聞いて庁議で検討した結果以
下のことを確認した。 
平成２０年度の組織は現行のままとする。但
し一部の室において見直しを行なう。 
大課制の導入を前提とした組織再編につ
いては、平成２１年度を目標とする。なお組
織再編にあたっては将来の展望を見通した
組織となるよう検討を加え再提案する。 
ＧＬ制については、原課での協議結果を踏
まえ現行の職制における職務の明確化に重
点をおいて検討を加える。 

平成１９年１１月１９日庁議確
認事項に基づいて組織機構の再
編に取り組む。 
検討委員会の報告書を基に検
討を加えた組織機構の再編案を
６月末までに本部会議に提案す
る。 
７月より内部協議を行い１２月
の条例改正を目途とする。 

 

効果等 
 特記事項無し。 
 

住民サ－ビスの向上と
事務の効率化を図った。 

行政サ－ビスの向上と業務の適正化が図
られた。 

適切な行政サ－ビスの提供と業
務の適正化を図る。 
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番 号 ３―１―１ 

項 目 名 わかりやすく、利用しやすい組織体制の確立 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ②住民の利便性の向上 

担当部署 

○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

合併に伴って、住民サービ
スへの支障を最小限に抑える
ため、本庁舎・分庁舎方式を
採用し、併せて両庁舎に各々
地域振興室を設置した組織体
制とした。 
又、暮らしの便利帳を作成
し全戸配布した。 

合併後の住民の利用頻度や
課事務事業量を考慮して、本
年度当初から本庁舎に設置し
ていた水道課分室を六日市地
域振興室に含めた。 
引き続き、事務事業量の実
態把握、事務事業の見直しを
検討し利用しやすい組織づく
りを検討した。 

 組織機構の見直しに併せて
検討した。 

引き続き組織機構の検討に
併せて検討を行う。 
 
 組織体制以外の面からは、
権限移譲により、福祉事務所
の設置、旅券の発給事務を行
う。身近で事務を行うことで
の利便性を図る。 

 

効果等 

合併に伴う住民サービスへ
の支障を最小限に抑えること
が出来た。 
 
 
 
 

 住民の利便性の向上を図る
べく検討を行った。 

 住民の利便性の向上を図っ
た。 
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番 号 ３―１―２ 

項 目 名 迅速で機能的な機構の整備 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①組織機構の見直し（再掲） 

担当部署 

○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

 取り組み無し。 合併により本庁舎に水
道課分室、分庁舎に水道課
本課を配置していたが、本
年度当初において六日市
地域振興室と水道課分室
を統合し、組織機構の見直
しを行った。同様に、住民
ニ－ズに的確に応えられ
る組織機構とするための
検討を引き続き行った。 
さらに、町の附属機関に
ついて必然性、効率性、妥
当性の視点に立って、全庁
的に見直しを行った。別紙
参照。 

１５名の委員により、平成１９年５月１
５日から７月６日まで計７回の組織見直
し検討委員会を開催し、平成１９年７月１
０日町長に委員会報告書を提出した。 
意見書は、課のありかたとして現在の課
を「総合政策部門」「環境整備部門」「住
民生活部門」「地域振興部門」「保健福祉
部門」の５部門にする。大課制による課長
をサポ－トする体制について構築するよ
う提案した。 
 職場意見を聞いて庁議で検討した結果
以下のことを確認した。 
平成２０年度の組織は現行のままとす
る。但し一部の室において見直しを行な
う。 
大課制の導入を前提とした組織再編に
ついては、平成２１年度を目標とする。な
お組織再編にあたっては将来の展望を見
通した組織となるよう検討を加え再提案
する。 
ＧＬ制については、原課での協議結果を
踏まえ現行の職制における職務の明確化
に重点をおいて検討を加える。 

平成１９年１１月１９日庁
議確認事項に基づいて組織機
構の再編に取り組む。 
検討委員会の報告書を基に
検討を加えた組織機構の再編
案を６月末までに本部会議に
提案する。 
７月より内部協議を行い 
１２月の条例改正を目途とす
る。 

 

効果等 
 特記事項無し。 
 

住民サ－ビスの向上と
事務の効率化を図った。 

行政サ－ビスの向上と業務の適正化が
図られた。 

適切な行政サ－ビスの提供
と業務の適正化を図る。 
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番 号 ３―１―２ 

項 目 名 迅速で機能的な機構の整備 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ②グループ制の検討 

担当部署 

○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

○ ○ ○ ○ ○ 

実施内容 

取り組み無し。 取り組み無し。  組織見直し検討委員会で検
討した。 
検討委員会の報告を受け、
職場意見を聞いて庁議で検討
した結果以下のことを確認し
た。 
 ＧＬ制については、原課で
の協議結果を踏まえ現行の職
制における職務の明確化に重
点をおいて検討を加える。 
 
 

 組織機構の見直しに併せて
現行の職制における職務の明
確化を検討する。 

 

効果等 
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番 号 ３―１―２ 

項 目 名 迅速で機能的な機構の整備 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ③政策企画部門の充実 

担当部署 

○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

 合併と同時に設置された政
策企画（課）部門と各課との
連携についての検討を行っ
た。 

 地方分権の推進や複雑多様
化する行政需要に対応するた
め、政策企画課のみならず、
全庁的な職員の政策形成能力
を向上するための方策を検討
した。 
又、政策形成能力養成を主
とした島根県自治研修所主催
「一般職員第Ⅱ課程研修」に
職員２人を派遣した。  
 尚、政策企画部門と財政部
門とが緊密な連携がとれる体
制作りを行い、政策企画部門
が行政内において総合的な調
整ができるようその役割、責
任を明確にすることの検討を
行った。 

地方分権の推進や複雑多様
化する行政需要に対応するた
め、政策企画課のみならず、
全庁的な職員の政策形成能力
を向上するための方策を引き
続き検討した。 
又、政策形成能力養成を主
とした島根県自治研修所主催
の｢一般職員第Ⅱ課程研修｣に
職員2人を派遣した。 
尚、政策企画部門と財政部
門とが緊密な連携を取り、事
務事業調整を行った。  

 本年度も引き続き事務事業
の調整を行う。 

 

効果等 

行政効率の向上が図られ
た。 
 
 
 
 
 

 職員の政策形成能力向上と
政策企画部門充実により、行
政サービス向上と行政の透明
性の向上を図ることが出来
た。 

 職員の政策形成能力向上と
政策企画部門充実により、行
政サービス向上と行政の透明
性の向上を図ることが出来
た。 

職員の政策形成能力向上と
政策企画部門充実により、行
政サービス向上と行政の透明
性の向上を図る。 
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番 号 ３―１―３ 

項 目 名 行政関連施設のあり方 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①保育所の管理運営改革 

担当部署 

    ●        
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
○ ○ ○ ○ ○ 

実施内容 

 かきのき保育所について
は、吉賀町社会福祉協議会に
委託。 
 木部谷保育所については、
保育所長 庭田氏に委託。 
 朝倉へき地保育所について
は、直営で運営。 
双葉・六日市・七光保育所
については、法人保育所とし
て運営。 

 公施設の管理方法の見直し
により、かきのき保育所につ
いては、９月から指定管理者
制度に移行、木部谷保育所に
ついては事業委託した。  
又、朝倉へき地保育所につ
いては、学童保育も行ってお
り、子育て支援の観点から、
直営で運営を継続し、歳出の
見直しを行った。 
双葉・六日市・七光保育所
については、法人保育所とし
て運営。 

 昨年９月より吉賀町社会福
祉協議会を指定管理者として
運営を委託しているかきのき
保育所について、法人化に向
けて検討を行い、平成２０年 
１０月の法人化を決定した。 
 

かきのき保育所について、
町社会福祉協議会を指定管理
者として運営を委託している
ものを、今年１０月の法人化
に向けて現在事務を進めてい
る。 
木部谷保育所については、
事業委託。朝倉へき地保育所
は、学童保育も行っており、
子育て支援の観点から、歳出
の見直しを行いながら直営を
継続。双葉、六日市、七光の
各保育所については法人保育
所として運営継続。 

 

効果等 
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番 号 ３―１―３ 

項 目 名 行政関連施設のあり方 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ②障害児保育の再編 

担当部署 

    ●        
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
○ ★    

実施内容 

 合併にあたつては、旧六日
市町の制度で引き続き事業実
施することを協議し確認し
た。 

 対象児童の在籍する保育所
については、補助対象とした。
４月１日現在での入所状況
は、双葉保育所２人、かきの
き保育所３人。 

   

効果等 

 
 
 
 
 
 
 

 障害児保育の促進を図っ
た。 
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番 号 ３―１―３ 

項 目 名 行政関連施設のあり方 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ③子育て支援センターの再編 

担当部署 

    ●        
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
○ ★    

実施内容 

 旧柿木村で設置しているセ
ンターを合併後も引き続き設
置して、事業を行うことを協
議し決定した。 

 かきのき保育所に設置して
事業実施した。 

   

効果等 

 
 
 
 
 
 
 

 子育てに関する悩み等の解
消・軽減を図ることが出来た。 
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番 号 ３―１―３ 

項 目 名 行政関連施設のあり方 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ④学校給食調理場の検討 

担当部署 

           ● 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

○ ○ ○ ○ ○ 

実施内容 

合併後も現状の体制とし
た。 

取り組み無し。 児童･生徒数の推移や職員
の退職状況、既存施設の現状
等を踏まえ乍ら、将来予測を
含めた効率的な学校給食の有
り方を検討し、新年度から朝
倉調理場を廃止して六日市共
同調理場に統合することとし
た。又、恒常的な臨時調理員
の派遣と、六日市調理場から
蔵木小・中、朝倉小への運搬
をサンエムに委託した。 

 ４月１日よりスタートした
新体制での運営状況をみなが
ら、将来予測を含めた効率的
な学校給食の有り方を検討す
る。 

 

効果等 
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番 号 ３―１―３ 

項 目 名 行政関連施設のあり方 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ⑤地区集会所のあり方の検討 

担当部署 

  ●          
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
○ ○ ○ ○ ○ 

実施内容 

 地区集会所の管理方法につ
いて検討を行った。 
 箇所数は、５０。 

 地区住民の連帯感の向上、
生活改善、研修等、町振興の
ために必要な事業の推進の場
としての利用拡大を図った。 
又、平成１８年９月１日か
ら管理運営に関する必要事項
を定めた管理協定書を地区集
会所ごとに締結し指定管理者
制度を導入し、実態に即した
効率的な管理運営を行うこと
とした。これにより、行政と
住民との協働の仕組みづくり
の確立と施設の効率的な運営
管理を行うこととした。 

平成１８年９月１日から管
理運営に関する必要事項を定
めた管理協定書を地区集会所
ごとに締結し、指定管理者制
度を導入したが、今後もより
一層の住民自治の拠点施設と
して利用促進が図られるよ
う、自治会等と検討した。 

平成１８年９月１日から管
理運営に関する必要事項を定
めた管理協定書を地区集会所
ごとに締結し、指定管理者制
度を導入したが、今後もより
一層の住民自治の拠点施設と
して利用促進を、自治会等と
検討する。今年度七村地区に
１箇所建築する予定。 

 

効果等 
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番 号 ３―１―３ 

項 目 名 行政関連施設のあり方 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ⑥ＰＦＩ事業の導入検討 

担当部署 

 ●           

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

○ ○ ○ ○ ○ 

実施内容 

取り組み無し。 取り組み無し。 導入予定の事業が無いため
取り組み無し。 

導入予定の事業が無いため
取り組み無し。 

 

効果等 

 
 
 
 
 
 
 

    

 



 69 

 

番 号 ３―１―４ 

項 目 名 危機管理体制の整備 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①メール等による緊急情報提供 

担当部署 

 ●           
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
 ○ ○ ★  

実施内容 

 職員や消防団をはじめとし
た関係機関団体の構成員に対
して、メールによる緊急情報
を配信する必要性（情報の種
類や範囲）や意義について説
明し検討を行った。 
その結果、消防団分団長以
上の幹部には、緊急時の情報
がメ－ルで配信されるように
取り組んだ  ゙

 益田消防本部から、消防団
員への緊急情報メ－ル配信が
可能となるよう取組んだ。 
消防団員  ９３人 
充足率 ３４％  
職員     ４人 

吉賀町として独自のシステ
ムを構築し、維持管理してい
くことは困難であるし、益田
消防本部が行っている緊急情
報メールは、消防団員に対象
を限定している。 
このため、島根県が行って
いる「しまね防災メール」を
活用する方向で検討する。 

 

効果等 
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番 号 ３―１―４ 

項 目 名 危機管理体制の整備 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ②危機管理マニュアルの拡充整備 

担当部署 

 ●           

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

 吉賀町地域防災計画策定に
向けた具体的な取り組みを検
討した。 
 市町村国民保護計画の策定
に向けた関係条例の整備を検
討した。 

地域防災計画については、旧町 

村版を暫定的に運用していたが、計
画策定に係る基礎資料とするため
「防災に関するアンケート」を平成
１８年１０月全町実施し、計画策定
に際しての材料とした。（アンケー
ト内容は、地区名、家族 

構成、危険箇所、避難場所、避難 

経験など）別紙参照。尚、計画策 

定については、全面改訂に向けて 

年度内に原案をまとめ、今後町防 

災会議への諮問及び県協議を行う 

こととした。 

国民保護計画については、例規整
備を経て、平成１８年９月１日付け
で委員２４人を任命して、作業開始
し年度内に策定した。 

地域防災計画につい
ては、昨年度実施した
「防災に関するアンケ
ート」結果を参考に、平
成１９年６月、町防災会
議に原案提案して、県に
協議中である。尚、この
地域防災計画に基づき、
町内における安全確保
のための避難マニュア
ルを作成する前段とし
て防災のしおりを作成、
全戸配布した。この中で
防災マップについては
危険渓流の自己記入な
どによる意識の高揚を
図った。 
 

県の策定する高津川浸水予想区
域図を基に関係区域のハザ－ドマ
ップを策定し、関係地区の住民に配
布する。なお今後の計画は平成２２
年度～２４年度にかけて全町調査
を行いハザ－ドマップを策定し土
砂災害危険区域を含めた避難マニ
ュアルを全戸配布する。 

 

効果等 

 吉賀町地域防災計画、市町村
国民保護計画策定のための人
的措置や必要な経費について
新年度予算に計上した。 
 国民保護協議会条例、国民保
護対策本部及び緊急対処事態
対策本部条例が整備された。 

地域防災計画策定に向けて 
の準備が整いつつある。又、国
民保護計画については、策定さ
れ危機管理に対するマニュア
ル整備を図ることが出来た。 

防災のしおりの配布
により各地区の避難場
所の確認が図れた。 
 

近年の降雨は局地的な集中豪雨
が多くみられ浸水想定区域、土砂災
害危険区域を地図化したハザ－ド
マップの住民への提供は住民の生
命を守る上で重要である。ハザ－ド
マップの作成に当たっては住民と
ともに行えばその効果は大である。 
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番 号 ３―１―４ 

項 目 名 危機管理体制の整備 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ③防災行政無線の拡充整備 

担当部署 

 ●           
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
○ ★ ★ ★  

実施内容 

 防災行政無線を町内全域に
拡充するための調査とシステ
ムを検討し、年度内で電波伝
搬調査、音響伝播調査等を実
施し、実施設計書を作成した。 

 防災行政無線整備につい
て、１０月３～１９日・６会
場で、地区長・班長・自治委
員・公民館長（分館長）を対
象とした説明会を開催しなが
ら、まちづくり交付金事業交
付決定を待って、工事発注し
た。工事概要は以下のとおり。 
・デジタル方式電波を使用し
た同報通信方式の無線設
備。 
・親局設備（本庁舎） １局 
・中継局       ３局 
・再送信子局     １局 
・屋外拡声子局   １７局 
・戸別受信機は、公共施設の
ほか申込のあった各世帯。 
・概算工事費は、約４４６百
万円。 

 平成１９年１２月１０日か
ら全町を対象とした試験運用
を開始し、平成２０年度から
の本格稼動に備えている。 
 平成２０年３月末の旧六日
市町区域における戸別受信機
設置予定台数は、以下のとお
り。（設置完了予定数） 
・一般世帯  １４９１戸 
・町有施設   ２６３戸 
・県施設     ４３戸 
・警察       ５戸 
合計   １８０２戸 
 

 
 
 

 未設置世帯の対応と、事業
所への設置に取組む。 
 

 

効果等 

  
 
 
 
 

緊急情報伝達手段の統合及
び整備により、危機管理体制
の拡充が図られることが期待
される。 

緊急時の情報伝達手段が統
合整備され、危機管理体制の
拡充が図られた。 
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番 号 ３―１―４ 

項 目 名 危機管理体制の整備 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
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福
祉 
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務 

地
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査 
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納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ④消防団の再編 

担当部署 

 ●           

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

 町村合併により、２つの消
防団を１つの消防団に再編し
た。 
 団長以下３３２人の条例定
数、１０分団制とした。尚、
階級ごとの条例定数は以下の
とおり。 
・団長     １人 
・統括副団長  １人 
・副団長    ５人 
・分団長   １０人 
・副分団長  １５人 
・部長    ５０人 
・班長    ５０人 
・団員   ２００人 
 

 再編後の組織についての問
題点や矛盾点などを検証し、
今後の組織のあり方を消防団
幹部会で随時検討し対処し
た。 

 消防団組織の再編と、防災
無線の全町供用開始による消
防団の出動体制の見直しを検
討した。 
 特に団員数の少ない分団、
部の属する地域の住民と、地
域の防災体制のあり方につい
て意見交換会を開催し、消防
団組織の再編についての課題
を検証した。 
 １９年度は第９分団の地域
での意見交換会を実施した。 

 前年度に引き続き消防団組
織の再編についての課題を検
証するため、団員数の少ない
分団、部の属する地域の住民
と、地域の防災体制のあり方
について意見交換会を開催す
る。２０年度は第４分団３ 
部、第５分団５部の地域を計
画している。 
 

 

効果等 

 組織を１つにすることによ
り、効率的な団運営が図られ
た。 
 
 
 
 

 より効率的な団運営を図る
ための検討を引き続き行うこ
とが出来た。 

 より効率的な団運営を図る
ための検討を引き続き行うこ
とが出来た。 
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番 号 ３―２―１ 

項 目 名 定員適正化計画の策定 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①定員適正化計画の策定 

担当部署 

 ●           
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
○ ★    

実施内容 

定員適正化計画策定のため
の数値目標の設定や資料準備
を行った。 

平成１７年度の目標に沿っ
て一般行政部門(議会・農業委
員会部門を含む)及び特別行
政部門(教育委員会部門)の定
員について、平成２１年度ま
での定員適正化計画を策定し
た。別紙参照。 
 又、計画公表の方法につい
ても検討した。 
 

   

効果等 

 
 
 
 
 
 
 

計画策定により、定員適正
化と職員の適正配置を図る基
準が出来た。 
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番 号 ３―２―１ 

項 目 名 定員適正化計画の策定 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ②定員適正化の実施 

担当部署 

 ●           

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

★ ★ ★ ★ ★ 

実施内容 

合併後の定員について検討
した。 
基本的には、向こう１０年
間で総数２０％削減の目標を
以下のとおり設定した。 
平成１７年度当初 

 １１４人 
 平成１８年度当初 
       １１１人 
平成１９年度当初 
      １１０人 
平成２０年度当初 
      １０８人 
平成２１年度当初 
       １０６人 
 ５年間で８人の削減を行う
もの。 

本年度策定される定員適正
化計画に基づき、事務事業に
合わせた人員配置を行い、適
正な定員管理を推進した。 
又、本年度当初での目標数
値は１１１人であったが、前
年度末に定年前退職者１名が
発生したため、１１０人とな
った。 
又、今年度末には定年１人、
自己都合１人計２人の退職に
より１０８人となった。 

 定員適正化計画に基づく人
員管理を行うとともに、適正
な人員配置にも配慮し、人事
異動を行った。 
 又、本年度当初での新規採
用者は１人で、目標数値１１
０人に対して、１人減の１０
９人となった。 
 又、年度内に３人の自己都
合による退職者があり、平成
２０年１月１日に１名の新規
採用をしたが、年度末に４人
の定年退職があったため、年
度末の実員数は１０３人とな
った。 

 計画を上回る職員数の減と
なっているが、今後も定員適
正化計画に基づきながら、適
正な人員配置に配慮してい
く。 
 本年度当初での新規採用者
は１人で、目標数値１０８人
に対して１０４人となり、計
画より４人の減となった。 

 

効果等 

 定員適正化計画の基礎とな
る目標数値の設定が出来た。 
又、５年間での削減効果額
は以下のとおり。 
退職者１２名 約９６百万円 
採用者 ４名 約１２百万円 
差引効果額  約８４百万円 

人件費の抑制と事務の効率
化を図ることが出来た。 
 

人件費の抑制と事務の効率
化を図ることが出来た。 
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番 号 ３―２―１ 

項 目 名 定員適正化計画の策定 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ③再任用制度の運用 

担当部署 

 ●           
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
 ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

 合併と同時に吉賀町職員の
再任用に関する条例を即時制
定した。 
制度としては、急速な高齢
化の進行で高齢者の安定した
雇用の確保を図る上で必要な
施策ではある。しかしながら、
民間の雇用情勢や地域経済が
厳しい状況や退職した職員の
希望がないことなど、制度と
しては休眠状態である。従っ
て、制度の趣旨について今一
度啓発を行う必要性を確認し
た。 

 地域経済が厳しい状況や、
退職した職員の希望がないな
どで運用は行わなかった。 

 制度の趣旨についての啓発
や、定年退職予定者への調査
を行う。 

 

効果等 

 
 
 
 
 
 
 

 制度趣旨の周知により適正
な運用促進を図る必要性を確
認した。 
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番 号 ３―２―１ 

項 目 名 定員適正化計画の策定 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ④臨時職員・パート職員の縮減 

担当部署 

○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

合併後、臨時職員・パ－ト
職員の縮減をした。 

臨時職員・パ－ト職員の縮
減をした。 

臨時職員・パ－ト職員の縮
減をした。 

臨時職員・パ－ト職員の縮
減をする。 

 

効果等 

物件費の削減を図った。 
 
 
 
 
 
 

物件費の削減を図ることが
出来た。 
当該年度の当初予算ベース
（対平成１７年度当初予算）
で約１４百万円の削減効果が
あった。 
 

物件費の削減を図った。   
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番 号 ３―２―２ 

項 目 名 給与制度の適正化 

議
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産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①常勤・非常勤特別職の給与等改正 

担当部署 

 ●           
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
★ ★ ★ ★ ★ 

実施内容 

合併協定項目により、常勤
の特別職の給与及び議会議員
の報酬については、旧町村の
平均から１０％、その他の非
常勤特別職の報酬について
は、同様に５％の削減を合併
当初から実施している。 

常勤の特別職については、
本年度４月１日より、以下の
とおりの削減を実施した。 
・町 長  １５％削減 

現 給６４８０００円 
削減額 ９７２００円 

   支給額５５０８００円 
・助 役 約１０％削減 

現 給５４６８００円 
削減額 ５４６００円 

   支給額４９２２００円 
・教育長 約５％削減 

現 給５１５３００円 
削減額 ２５７００円 

   支給額４８９６００円 

常勤の特別職については、
本年度も４月１日より、以下
のとおりの削減を実施した。 
・町 長  １５％削減 

現 給６４８０００円 
削減額 ９７２００円 

   支給額５５０８００円 
・副町長  約１０％削減 

現 給５４６８００円 
削減額 ５４６００円 

   支給額４９２２００円 
・教育長  約５％削減 

現 給５１５３００円 
削減額 ２５７００円 

   支給額４８９６００円 

常勤の特別職については、
本年度も４月１日より、以下
のとおりの削減を実施する。 
・町 長  １５％削減 

現 給６４８０００円 
削減額 ９７２００円 

   支給額５５０８００円 
・副町長  約８％削減 

現 給５４６８００円 
削減額 ４３７００円 

   支給額５０３１００円 
・教育長  約３％削減 

現 給５１５３００円 
削減額 １５４００円 

   支給額４９９９００円 

 

効果等 

削減の実施により人件費の
抑制が図られた。削減効果額
は、以下のとおり。（半年間） 
・常勤特別職  約２百万円 
・議会議員   約３百万円 
・その他  約０．６百万円 
  計   約５．６百万円 
 

削減の実施により人件費の
抑制が図られた。削減効果額
は、以下のとおり。（１年間） 
・常勤特別職  約８百万円 
（１年間削減４百万円含む） 
・議会議員   約６百万円 
・その他    約１百万円 
 計    約１５百万円 

削減の実施により人件費の
抑制を図られた。削減効果額
は、以下のとおり。（１年間） 
・常勤特別職  約８百万円 
（１年間削減４百万円含む） 
・議会議員   約６百万円 
・その他    約１百万円 
  計    約１５百万円 
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番 号 ３―２―２ 

項 目 名 給与制度の適正化 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ②新しい給与制度の導入 

担当部署 

 ●           

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

○ ★    

実施内容 

給与構造の抜本的な改革が
平成１７年度の人事院勧告で
示された。 
まず、平成１７年度の給与
改定は、給料表の金額の引き
下げ（△０．３％）及び扶養
手当の引き下げ、年間給与の
調整措置の実施を行い、人件
費抑制を図った。影響額は、
半年間で約１百万円。 
又、平成１８年度について
は、給料表の水準の大幅引き
下げ・昇給制度の見直し・勤
務実績の給与への反映等の実
施に向け例規改正等の準備を
行った。 

昭和３２年以来の抜本的な
改革を以下のとおり本年度当
初から実施した。 
・中途採用者の初任給決定方
式の見直し 
・昇給制度の改正 
・復職時調整制度の改正 
・給料表の水準の大幅引き下
げ（平均△４．８％）但し、
現給保障あり。 
尚、本年度６月１日より一
般職員の給料を一律５％削減
した。 

   

効果等 

 
 
 
 
 

給与構造改革の実施により
年功序列的な給与上昇の抑制
が図られた。その影響額は、
１年間で約２３百万円。 
又、６月より実施された一
般職員の給料削減効果額は、
１年間で２８百万円となっ
た。 
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番 号 ３―２―２ 

項 目 名 給与制度の適正化 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ③新しい昇給制度の導入 

担当部署 

 ●           
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
○ ★    

実施内容 

平成１７年度の人事院勧告
の給与構造改革で示された新
たな昇給制度は、現行の特別
昇給と普通昇給を統合し、職
員の勤務成績が適切に反映さ
れる制度が導入されることと
なった。但し、新たな昇給制
度における勤務成績の判定に
係る改善措置の活用は、段階
的に行われる予定である。 
以上の改正点を踏まえ例規
改正等の準備を進めた。 
これにより、勤務実績が給
与に反映されることとなり、
年功序列的な昇給制度が見直
され、給与上昇の抑制が図ら
れることとなった。 
 

昭和３２年以来の抜本的な
改革を以下のとおり本年度当
初から実施した。 
・昇給月の統一（１月１日） 
・枠外昇給制度の廃止 
・５６歳昇給延伸、５８歳昇
給停止の廃止 
・昇給短縮の廃止 
・一般職員の勤務成績の反映
については、運用方法が確
立され次第、実施すること
となった。 

   

効果等 

 
 
 
 
 
 

勤務実績が給与に反映され
ることにより、年功序列的な
昇給制度が見直され、給与上
昇の抑制が図られることとな
った。尚、今年度改正による
影響額は、１年間で約４百万
円。 
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番 号 ３―２―２ 

項 目 名 給与制度の適正化 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ④６３歳定年制の廃止 

担当部署 

 ●           

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

★     

実施内容 

合併前、旧六日市町の制度
としてあった給食調理員及び
用務員についての６３歳定年
制については、合併当初より
廃止した。 

    

効果等 

一部職種のみの適用を排除
することによる職員の均衡化
が図られた。 
 影響額は、一人当たり約２
０百万円。 
 
 

    

 



 81 

 

番 号 ３―２―２ 

項 目 名 給与制度の適正化 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ⑤時間外勤務手当の削減 

担当部署 

○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

○ ★ ★ ★ ★ 

実施内容 

合併前、休日勤務及び週休
日勤務について時間外勤務手
当を支給していたが、合併当
初より、代休制度を導入し支
給額を抑制した。 
尚、合併後半年間での効果
額は、約５８０万円。 

休日勤務及び週休日勤務に
ついて時間外勤務手当を支給
しない代休制度を導入し支給
額を抑制した。 
又、各課実態の把握、事務
量の配分点検等を職場内の協
力体制のもとで行い、時間外
勤務等縮減指針を策定するこ
とを確認した。 
 さらに、毎月１０日・２０
日を全庁一斉の「ノー残業デ
ー」として設定し、手当削減
と労働安全衛生に配慮した。 

 週休日の振替、休日の代休
制度を活用し、引続き時間外
勤務の縮減に努めた。 
 又、毎月１０日・２０日の
全庁一斉の「ノー残業デー」
を継続し、手当削減と労働安
全衛生に配慮した。 
  

 週休日の振替、休日の代休
制度を活用し、引続き時間外
勤務の縮減に努める。 
 又、毎月１０日・２０日の
全庁一斉の「ノー残業デー」
を継続する。 
  

 

効果等 

 
 
 
 
 

業務量の配分点検と柔軟な
勤務体系整備により、日常業
務のムダを廃止し人件費の抑
制を図ることが出来た。 
 
 
 

 日常業務のムダを廃止し人
件費の抑制を図ることが出来
た。 

 適正な時間外勤務命令によ
り人件費の抑制を図る。 
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番 号 ３―２―２ 

項 目 名 給与制度の適正化 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ⑥特殊勤務手当の廃止 

担当部署 

 ●           

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

★     

実施内容 

合併前に支給されていた特殊
勤務手当は、除雪車乗務手当
を除き、合併当初より廃止し
た。 
尚、廃止された特殊勤務手
当は以下のとおり。 
・税務手当 
・伝染病防疫作業手当 
・運転手手当 
・公金取扱手当 
・保育士手当 
・徴収手当 
・技術手当 
 
 
 
 

    

効果等 

手当の削減実施により、人
件費の抑制が図られた。削減
効果額は、１５７千円。（旧柿
木村の半年分の税務手当。旧
六日市町は、平成１７年度当
初より全廃。） 
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番 号 ３―３ 

項 目 名 職員人材育成の推進 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①人材育成基本方針の策定 

担当部署 

 ●           
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
 ★    

実施内容 

 高度化、多様化する行政需要に
対応できる政策形成能力や創造的
能力を有する人材を育成するた
め、下記項目に留意し策定した。 
・人材育成型人事管理 
職員の能力、意欲の向上を図り、
最大限に発揮できる人事管理。 

・人を育てる職場づくり 
 課題解決の手段、達成すべき目
標設定による目標管理制度活用
の人材育成。 
・研修の充実、多様化 
自主研修・職場内外研修の実施、
多様な研修機会の提供、研修に
参加できる環境整備。 
又、方針策定に係る基礎資料と 

するため「人材育成に関するアン
ケート」を平成１９年１月実施し
た。別紙参照。 

   

効果等 

 
 
 
 
 

 多様な人材確保と職員の能 
力開発指針としての活用を図 
り、職員のモチベ－ションを 
高めるための人事管理を行う 
基盤が出来た。 

   

 

【実施時期の変更】 
変更前 
平成１８年度検討 ○ 
平成１９年度策定 ★ 
変更後 
 平成１８年度策定 ★ 



 84 

 

番 号 ３―３ 

項 目 名 職員人材育成の推進 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ②研修大綱の策定と実施 

担当部署 

 ●           

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

 ○ ○ ★ ★ 

実施内容 

 現在の職員研修を体系化し
採用から退職までの基本方針
（大綱）を策定することとし
た。 
但し、本年度は当初の研修
計画により実施することとし
た。 

 平成２０年度の基本方針
（大綱）策定に向け、次の点
に基づいた骨子を作成した。
別紙参照 

１、まちづくりのスタッフと
しての責任感、使命感、仕
事への意欲などの高揚を図
るとともに、幅広い知識と
教養に基づく人間性豊かな
職員養成に努めること。 

２、多様化、高度化する様々
な行政需要に積極的に対応
できる先見性と課題認識を
持ち、活力、行動力に満ち
あふれた職員の養成に努め
ること。 

３、住民の視点に立った住民
主体のまちづくりを推進す
るため、時代の変化や課題
に即した問題発見能力、問
題解決能力、政策形成能力
及び政策法務能力の養成に
努めること。 

前年度作成した骨子に基づ
き研修大綱を策定する。 

 

効果等 
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番 号 ３―３ 

項 目 名 職員人材育成の推進 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ③任用制度の検討 

担当部署 

 ●           
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
   ○ ○ 

実施内容 

    吉賀町職員の任用に関する
要綱、吉賀町職員の任用に関
する規則の検討を行う。 

 

効果等 

 
 
 
 
 
 
 

    

 



 86 

 

番 号 ３―３ 

項 目 名 職員人材育成の推進 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ④人事評価制度の導入 

担当部署 

 ●           

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

 ○ ○ ★試行 ★試行 

実施内容 

  人事評価制度導入に向けた
準備初年度として以下のとお
り取り組み、基盤整備を図る
こととした。 
「設計準備→制度設計→運
用準備→試行」のスケジュ－
ルで制度の構築を図る。 
【設計準備】 
・先進自治体の分析、参考情
報の収集 
・評価制度導入の基本構想の
策定 
・検討体制の確立    

導入の制度内容等十分な検
討ができなかったため、内部
調整等職員への周知ができな
かった。 

 試行年度を１年間変更し、
制度の検討と内部調整を行な
う。また、試行は暫定試行か
ら実施する。 

 

効果等 
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番 号 ３―３ 

項 目 名 職員人材育成の推進 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ⑤提案制度の創設検討 

担当部署 

 ●           
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
   ○ ○ 

実施内容 

    人材育成の観点から提案制
度の創設について検討を行
う。 

 

効果等 
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番 号 ３―３ 

項 目 名 職員人材育成の推進 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ⑥健康管理の充実強化 

担当部署 

 ●           

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

 合併に伴い新町としての衛
生管理委員会委員の任命を以
下の者に対して行った。 
・本庁舎助役 

・総務課長 

・産業医 

・教育次長 

・吉賀町職員組合の推薦に基 

づき指名する職員 

 

 衛生管理委員会によって、
職員の能力を十分発揮できる
環境整備の点検を行った。 
改善事項としては、柿木庁
舎及びふれあい会館の建物内
全面禁煙の事例が挙げられ
る。（６月１日から１ヶ月間試
行、７月１日から完全実施。） 
 又、職員の心身の充実を図
るための健康管理対策、研修
体制整備の充実にも取り組ん
だ。特に、平成１９年３月２
７日（火）には、益田保健所 
健康増進グループ課長を講師
に迎え、メンタルヘルスにつ
いての研修会を開催した。 

 吉賀町職員安全衛生管理計
画に基づき職員の安全衛生の
確保に努めた。 
 
◆安全衛生委員会２回開催 
◆メンタルヘルス研修会 
 １９．８．２８開催 
益田保健所 上野保健師 
 ５９人参加 
◆健康診断実施 
 受診率 ９０％ 
◆喫煙室換気扇設置 ２箇所 
 
 

 平成２０年度職員安全衛生
管理計画を策定し、職員の安
全衛生に努める。 
 
◆安全衛生委員会の開催 
◆メンタルヘルス研修会の開
催  
◆健康診断実施 
 受診率 １００％ 
 

 

効果等 

職員の健康を確保するとと 

もに、快適な職場環境形成を
促進するための基盤整備が図
られた。 
 
 
 

 職場環境、職員の健康管理
の充実による業務遂行能力の
増大を図ることが出来た。 

 職場環境、職員の健康管理
の充実による業務遂行能力の
増大を図ることが出来た。 

職員の安全衛生を図ること
で、業務の遂行能力の増大と
事故の無い職場づくりをす
る。 

 

 


